
内
閣
衆
質
一
五
六
第
五
一
号

平
成
十
五
年
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月
十
八
日

内
閣
総
理
大
臣

小

泉

純

一

郎

衆

議

院

議

長

綿

貫

民

輔

殿

衆
議
院
議
員
城
島
正
光
君
提
出
第
一
五
六
国
会
に
政
府
が
提
出
し
た
労
働
基
準
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
関
す
る
再

質
問
に
対
し
、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
。

平
成
十
五
年
四
月
十
八
日
受
領

答

弁

第

五

一

号



衆
議
院
議
員
城
島
正
光
君
提
出
第
一
五
六
国
会
に
政
府
が
提
出
し
た
労
働
基
準
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
関
す

る
再
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
及
び
二
に
つ
い
て

労
働
基
準
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
中
労
働
基
準
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
四
十
九
号
）
第
十
八
条
の
二
（
以
下

「
第
十
八
条
の
二
」
と
い
う
。
）
に
お
け
る
「
こ
の
法
律
又
は
他
の
法
律
の
規
定
に
よ
り
そ
の
使
用
す
る
労
働
者
の
解
雇
に

関
す
る
権
利
が
制
限
さ
れ
て
い
る
場
合
」
と
は
、
使
用
者
が
そ
の
使
用
す
る
労
働
者
を
解
雇
す
る
こ
と
が
制
限
さ
れ
る
場
合

が
法
律
で
規
定
さ
れ
て
い
る
も
の
を
い
う
も
の
で
あ
る
（
労
働
基
準
法
第
十
九
条
等
）
。

一
方
、
労
働
基
準
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
よ
る
改
正
後
の
労
働
基
準
法
第
八
十
九
条
第
三
号
（
以
下
「
第
八
十

九
条
第
三
号
」
と
い
う
。
）
は
、
就
業
規
則
に
お
い
て
「
解
雇
の
事
由
」
を
記
載
す
る
こ
と
を
義
務
付
け
る
も
の
で
あ
っ
て
、

使
用
者
の
解
雇
に
関
す
る
権
利
を
制
限
す
る
こ
と
を
規
定
し
て
い
る
条
文
で
は
な
い
。
こ
の
た
め
、
お
尋
ね
の
よ
う
に
就
業

規
則
中
に
「
解
雇
の
事
由
」
が
記
載
さ
れ
て
い
る
こ
と
は
、
「
こ
の
法
律
又
は
他
の
法
律
の
規
定
に
よ
り
そ
の
使
用
す
る
労

働
者
の
解
雇
に
関
す
る
権
利
が
制
限
さ
れ
て
い
る
場
合
」
に
該
当
し
な
い
。

三
の
�
に
つ
い
て

一



第
八
十
九
条
第
三
号
は
、
就
業
規
則
に
記
載
さ
れ
た
「
解
雇
の
事
由
」
以
外
の
事
由
に
よ
っ
て
使
用
者
が
そ
の
使
用
す
る

労
働
者
を
解
雇
す
る
こ
と
を
制
限
す
る
と
い
う
法
律
効
果
を
有
す
る
条
文
で
は
な
い
と
解
し
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
お
尋

ね
の
場
合
の
解
雇
の
効
力
に
つ
い
て
は
、
第
十
八
条
の
二
の
規
定
に
基
づ
い
て
判
断
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
。

な
お
、
第
十
八
条
の
二
は
、
御
指
摘
の
本
文
を
規
定
す
る
の
み
な
ら
ず
、
た
だ
し
書
に
お
い
て
「
そ
の
解
雇
が
、
客
観
的

に
合
理
的
な
理
由
を
欠
き
、
社
会
通
念
上
相
当
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
な
い
場
合
は
、
そ
の
権
利
を
濫
用
し
た
も
の
と
し
て
、

無
効
と
す
る
。
」
と
規
定
す
る
も
の
で
あ
る
か
ら
、
お
尋
ね
の
場
合
の
解
雇
の
効
力
は
、
第
十
八
条
の
二
の
本
文
と
た
だ
し

書
に
規
定
す
る
内
容
を
併
せ
て
判
断
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
。

三
の
�
に
つ
い
て

第
八
十
九
条
第
三
号
は
、
就
業
規
則
に
お
い
て
「
解
雇
の
事
由
」
を
記
載
す
る
こ
と
を
義
務
付
け
る
も
の
で
あ
る
が
、
当

該
就
業
規
則
に
使
用
者
が
ど
の
よ
う
に
「
解
雇
の
事
由
」
を
記
載
す
る
か
ま
で
を
定
め
た
も
の
で
は
な
く
、
ま
た
、
当
該
就

業
規
則
に
記
載
さ
れ
た
「
解
雇
の
事
由
」
以
外
の
事
由
に
よ
っ
て
使
用
者
が
そ
の
使
用
す
る
労
働
者
を
解
雇
す
る
こ
と
を
制

限
す
る
と
い
う
法
律
効
果
を
有
す
る
条
文
で
は
な
い
と
解
し
て
い
る
。

し
た
が
っ
て
、
具
体
的
な
解
雇
の
効
力
に
つ
い
て
は
、
就
業
規
則
に
記
載
さ
れ
た
内
容
も
含
め
て
、
第
十
八
条
の
二
の
規

二



定
に
基
づ
い
て
判
断
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
。

三


